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※本調査において

○ 平均値とは，個々の回答の総合計を全個数で割った値をいう。

○ 中央値とは，回答を大きさの順に並べた時，全体の中央にくる値をいう。





第１ 調査概要

１ 調査目的

「法曹養成制度改革の更なる推進について」（平成２７年６月３０日法曹養

成制度改革推進会議決定）は，法務省に対し，最高裁判所等との連携・協力の

下，司法修習の実態，司法修習終了後相当期間を経た法曹の収入等の経済状況，

司法制度全体に対する合理的な財政負担の在り方等を踏まえ，司法修習生に対

する経済的支援の在り方を検討することを求めている。

本調査は，同決定を踏まえ，法曹の収入・所得，大学・法科大学院在学中の

奨学金等の利用状況等を把握することを目的とするものである。

２ 調査主体等

（調査主体）法務省

（調査協力）最高裁判所・日本弁護士連合会

３ 調査期間

平成２８年３月中旬から同月下旬まで

４ 調査内容等

(1) 収入・所得調査

（調査対象）５３期から６７期までの弁護士

（調査事項）平成２５年分から平成２７年分までの収入・所得

(2) 奨学金等調査

（調査対象）新６０期から新６５期までの判事補・検事・弁護士

６６期から６８期までの判事補・検事・弁護士

（調査事項）大学・法科大学院在学中の奨学金等の利用状況

修習資金の貸与申請状況

５ 発送数，回収数

収入・所得調査 奨学金等調査

発送数 ２１，３１３ １５，２２８

回収数 ７，９１２ ６，８１３

回収率（％） ３７．１ ４４．７
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第２　収入・所得調査

　１　回答者の属性

　（1）　司法修習の期（回収率）

期別の回収率

期 修習終了時期 発送数 回収数 回収率

５３ H12.10 614 177 28.8%

５４ H13.10 757 209 27.6%

５５ H14.10 789 255 32.3%

５６ H15.10 799 229 28.7%

５７ H16.10 968 314 32.4%

５８ H17.10 956 326 34.1%

５９ H18.10 1,227 406 33.1%

６０(現行) H19. 9 1,209 426 35.2%

６０（新） H19.12 834 246 29.5%

６１(現行) H20. 9 540 152 28.1%

６１（新） H20.12 1,531 519 33.9%

６２(現行) H21. 9 318 107 33.6%

６２（新） H21.12 1,727 612 35.4%

６３(現行) H22. 8 173 49 28.3%

６３（新） H22.12 1,686 650 38.6%

６４(現行) H23. 8 143 50 35.0%

６４（新） H23.12 1,748 736 42.1%

６５(現行) H24.12 61 24 39.3%

６５（新） H24.12 1,781 777 43.6%

６６ H25.12 1,787 825 46.2%

６７ H26.12 1,665 800 48.0%

全体 21,313 7,889 37.0%

※期につき無回答２３名

　（2）　性別

回答者の性別分布

有効
回答数

男性 女性

人数 7,831 5,973 1,858
割合 100.0% 76.3% 23.7%

※無回答81名

76.3% 

23.7% 

回答者の性別分布 

男性 

女性 
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　（3）　年齢

回答者の年齢分布

有効
回答数

～30歳 31～40歳 41～50歳 51歳以上

人数 7,871 1,278 4,463 1,901 229

割合 100.0% 16.2% 56.7% 24.2% 2.9%

※無回答41名

（参考）全弁護士の年齢分布

合計 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上

人数 36,415 4,179 12,397 7,000 12,839

割合 100.0% 11.5% 34.0% 19.2% 35.3%

※出典：弁護士白書2015年版

　(4)　扶養家族（配偶者控除・配偶者特別控除・扶養控除の対象となる者）の有無・人数

回答者の扶養家族の有無

有効
回答数

なし あり

人数 7,864 4,827 3,037

割合 100.0% 61.4% 38.6%

※無回答48名

回答者の扶養家族の人数（扶養家族がいる者）

有効
回答数

1人 2人 3人以上

人数 2,966 1,112 1,021 833

割合 100.0% 37.5% 34.4% 28.1%

※無回答71名

16.2% 

56.7% 

24.2% 

2.9% 

回答者の年齢分布 

～30歳 

31～40歳 

41～50歳 

51歳以上 

11.5% 

34.0% 

19.2% 

35.3% 

（参考）  全弁護士の年齢分布 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50歳以上 
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　（5）　所属先

回答者の所属先分布（複数回答可）

有効回答数
法律事務所・弁
護士法人（公設
事務所を除く）

公設事務所 企業
官公庁

・法テラス
その他

人数 7,997 7,439 66 273 160 59

割合 100.0% 93.0% 0.8% 3.4% 2.0% 0.7%

法律事務所・弁護士法人（公設事務所を除く）と回答した者の事務所規模分布

有効
回答数

1人 2人 3～5人 6～10人 11～50人 51人以上

人数 7,126 1,376 1,438 2,262 1,056 756 238

割合 100.0% 19.3% 20.2% 31.7% 14.8% 10.6% 3.3%

（参考）全弁護士の事務所規模分布

合計 1人 2人 3～5人 6～10人 11～50人 51人以上

人数 15,331 9,125 2,751 2,471 677 289 18

割合 100.0% 59.5% 17.9% 16.1% 4.4% 1.9% 0.1%

※出典：弁護士白書2015年版

19.3% 

20.2% 

31.7% 

14.8% 

10.6% 
3.3% 

法律事務所・弁護士法人（公設事務所を除く）と 

回答した者の事務所規模分布 

1人 

2人 

3～5人 

6～10人 

11～50人 

51人以上 

59.5% 

17.9% 

16.1% 

4.4% 

1.9% 0.1% 

（参考）  全弁護士の事務所規模分布 

1人 

2人 

3～5人 

6～10人 

11～50人 

51人以上 

 
- 4 -



（６）　給与所得の有無等

【平成27年分】

53期 177 13 7% 99 56% 53 30% 12

54期 209 15 7% 106 51% 70 33% 18

55期 255 16 6% 142 56% 83 33% 14

56期 229 17 7% 118 52% 78 34% 16

57期 314 29 9% 154 49% 108 34% 23

58期 326 27 8% 163 50% 113 35% 23

59期 406 30 7% 198 49% 148 36% 30

現行60期 426 35 8% 188 44% 173 41% 30

新60期 246 17 7% 111 45% 93 38% 25

現行61期 152 12 8% 71 47% 53 35% 16

新61期 519 78 15% 266 51% 139 27% 36

現行62期 107 13 12% 42 39% 42 39% 10

新62期 612 51 8% 333 54% 179 29% 49

現行63期 49 6 12% 27 55% 12 24% 4

新63期 650 77 12% 347 53% 188 29% 38

現行64期 50 7 14% 17 34% 24 48% 2

新64期 736 102 14% 407 55% 191 26% 36

現行65期 24 4 17% 11 46% 6 25% 3

新65期 777 115 15% 427 55% 177 23% 58

66期 825 151 18% 469 57% 156 19% 49

67期 800 171 21% 432 54% 151 19% 46

無回答期
給与所得あり

給与所得のみ 給与所得以外の所得もあり

給与所得以外
の所得のみ

回答数
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ア　収入（平均値）

新 新65期 777 新62期
現行 現行65期 780 現行62期

新 新64期 新65期 1,029 新61期
現行 現行64期 現行65期 1,122 現行61期

新 新63期 新64期 新65期 1,339 新60期
現行 現行63期 現行64期 現行65期 1,368 現行60期

新 新62期 新63期 新64期
現行 現行62期 現行63期 現行64期

新 新61期 新62期 新63期
現行 現行61期 現行62期 現行63期

新 新60期 新61期 新62期
現行 現行60期 現行61期 現行62期

新 新60期 新61期
現行 現行60期 現行61期

新 新60期
現行 現行60期

57期 58期 59期 3,080 54期
56期 57期 58期 2,657 53期
55期 56期 57期 3,860 52期
54期 55期 56期 3,130 51期
53期 54期 55期 3,994 50期
－ 53期 54期 3,277 49期
－ － 53期 3,702 48期

65期～53期
（13期分）

66期～53期
（14期分）

67期～53期
（15期分） 1,968 62期～48期

（15期分）

60期～53期
（8期分）

61期～53期
（9期分）

62期～53期
（10期分） － －

2,182

2,167

1,716

【参考】
法曹の養成に関するフォー
ラム事務局による集計結果

56期

55期2,304

2,136

（単位：万円）

平成２２年分

59期

58期

57期

全体 1,508 1,485 1,491

６年目以降 2,112 2,021 2,012

１年目
621

577 66期 568 67期
607

２年目
851 786

762 66期
778 846

３年目
1,055 1,011 904
1,146 911 923

４年目
1,226 1,212 1,139
1,178 1,228 1,027

５年目
1,389 1,363 1,360
1,449 1,290 1,465

６年目
1,558 1,508 1,533
1,637 1,540 1,322

1,786

７年目 1,729 59期
1,630 1,605
1,743 1,759

９年目 2,417 2,145 1,903

８年目 2,135 58期 1,807 59期
1,801

11年目 2,373 2,472 2,530
10年目 2,351 2,379 2,251

3,060 2,486 2,323
12年目 2,433 2,253 2,472

　（１）平成２５年分から平成２７年分までの経験年数別の収入・所得

15年目 － － 3,085
14年目 － 3,056 2,796
13年目

２　弁護士の収入・所得

平成２５年分 平成２６年分 平成２７年分弁護士登録　　 　　年

※  本調査については，調査票の回収率が，法曹の養成に関するフォーラム事務局が平成２３年に実施した「司法修習終了者等の経済
  的な状況に関する調査」とは異なることなどから，比較の際には注意を要する。
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イ　収入（中央値）

新 新65期 700 新62期
現行 現行65期 736 現行62期

新 新64期 新65期 900 新61期
現行 現行64期 現行65期 1,000 現行61期

新 新63期 新64期 新65期 1,134 新60期
現行 現行63期 現行64期 現行65期 1,153 現行60期

新 新62期 新63期 新64期
現行 現行62期 現行63期 現行64期

新 新61期 新62期 新63期
現行 現行61期 現行62期 現行63期

新 新60期 新61期 新62期
現行 現行60期 現行61期 現行62期

新 新60期 新61期
現行 現行60期 現行61期

新 新60期
現行 現行60期

57期 58期 59期 2,780 54期
56期 57期 58期 2,254 53期
55期 56期 57期 2,709 52期
54期 55期 56期 2,613 51期
53期 54期 55期 2,607 50期
－ 53期 54期 2,824 49期
－ － 53期 2,736 48期

65期～53期
（13期分）

66期～53期
（14期分）

67期～53期
（15期分） 1,297 62期～48期

（15期分）

60期～53期
（8期分）

61期～53期
（9期分）

62期～53期
（10期分） － －

56期

1,793 57期

1,700 58期

1,576 59期

【参考】
法曹の養成に関するフォー
ラム事務局による集計結果

平成２２年分

2,047 55期

（単位：万円）

1,709

1,091 1,068

６年目以降 1,691 1,600 1,556

１年目
583

530 66期 543 67期
575

２年目
758 710

654 66期
699 777

３年目
900 872 785
900 806 876

４年目
1,043 988 934
1,036 1,009 958

５年目
1,147 1,116 1,081
1,108 1,113 1,135

６年目
1,321 1,214 1,252
1,314 1,215 1,200

７年目 1,490 59期
1,361 1,336
1,439 1,269

８年目 1,786 58期 1,575 59期
1,479
1,465

1,968 1,842 1,796
1,810 1,783 1,605

2,014 1,856 2,076
1,911 1,985 1,926

2,363
－ 2,272 2,296

2,227 2,076 1,984

全体 1,104

※  本調査については，調査票の回収率が，法曹の養成に関するフォーラム事務局が平成２３年に実施した「司法修習終了者等の経済
  的な状況に関する調査」とは異なることなどから，比較の際には注意を要する。

－ －

平成２５年分 平成２６年分 平成２７年分弁護士登録　　 　　年
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ウ　所得（平均値）

新 新65期 546 新62期
現行 現行65期 570 現行62期

新 新64期 新65期 670 新61期
現行 現行64期 現行65期 660 現行61期

新 新63期 新64期 新65期 851 新60期
現行 現行63期 現行64期 現行65期 820 現行60期

新 新62期 新63期 新64期
現行 現行62期 現行63期 現行64期

新 新61期 新62期 新63期
現行 現行61期 現行62期 現行63期

新 新60期 新61期 新62期
現行 現行60期 現行61期 現行62期

新 新60期 新61期
現行 現行60期 現行61期

新 新60期
現行 現行60期

57期 58期 59期 1,412 54期
56期 57期 58期 1,253 53期
55期 56期 57期 1,938 52期
54期 55期 56期 1,433 51期
53期 54期 55期 1,773 50期
－ 53期 54期 1,549 49期
－ － 53期 1,386 48期

65期～53期
（13期分）

66期～53期
（14期分）

67期～53期
（15期分） 1,036 62期～48期

（15期分）

60期～53期
（8期分）

61期～53期
（9期分）

62期～53期
（10期分） － －

949 59期

※  本調査については，調査票の回収率が，法曹の養成に関するフォーラム事務局が平成２３年に実施した「司法修習終了者等の経済
  的な状況に関する調査」とは異なることなどから，比較の際には注意を要する。
※  所得０と回答した者を含む。

【参考】
法曹の養成に関するフォー
ラム事務局による集計結果

平成２２年分

1,130 55期

1,223 56期

1,073 57期

1,107 58期

（単位：万円）

全体 721 710 716

６年目以降 945 913 917

１年目
354

330 66期 327 67期
288

２年目
472 428

423 66期
461 397

３年目
569 534 476
511 519 391

４年目
638 633 606
587 522 543

５年目
697 690 686
648 643 697

６年目
772 750 765
760 718 627

７年目 781 59期
778 804
807 734

８年目 984 58期 814 59期
863
825

10年目 1,064 984 1,024
９年目 1,069 982 847

12年目 1,037 985 1,131
11年目 1,033 1,151 1,051

1,281 1,191
13年目 1,266 1,068 1,051

平成２５年分 平成２６年分 平成２７年分

15年目 － － 1,285

弁護士登録　　 　　年
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エ　所得（中央値）

新 新65期 480 新62期
現行 現行65期 524 現行62期

新 新64期 新65期 597 新61期
現行 現行64期 現行65期 600 現行61期

新 新63期 新64期 新65期 762 新60期
現行 現行63期 現行64期 現行65期 700 現行60期

新 新62期 新63期 新64期
現行 現行62期 現行63期 現行64期

新 新61期 新62期 新63期
現行 現行61期 現行62期 現行63期

新 新60期 新61期 新62期
現行 現行60期 現行61期 現行62期

新 新60期 新61期
現行 現行60期 現行61期

新 新60期
現行 現行60期

57期 58期 59期 1,147 54期
56期 57期 58期 1,091 53期
55期 56期 57期 1,373 52期
54期 55期 56期 1,059 51期
53期 54期 55期 1,265 50期
－ 53期 54期 1,276 49期
－ － 53期 988 48期

65期～53期
（13期分）

66期～53期
（14期分）

67期～53期
（15期分） 738 62期～48期

（15期分）

60期～53期
（8期分）

61期～53期
（9期分）

62期～53期
（10期分） － －

851 58期

816 59期

【参考】
法曹の養成に関するフォー
ラム事務局による集計結果

平成２２年分

１年目

918 55期

1,015 56期

957 57期

（単位：万円）

全体 556 536 537

６年目以降 749 711 727

328
301 66期 317 67期

303

２年目
426 402

391 66期
385 416

３年目
500 475 426
483 426 462

４年目
580 537 514
500 492 430

５年目
597 596 572
526 565 592

６年目
684 640 648
640 586 579

７年目 692 59期
691 671
651 576

８年目 740 58期 693 59期
770
672

900 823 739
780 759 732

769 832
757 782 884
878 935 816

平成２５年分 平成２６年分 平成２７年分

－ － 983
－ 866 900
982

※  本調査については，調査票の回収率が，法曹の養成に関するフォーラム事務局が平成２３年に実施した「司法修習終了者等の経済
  的な状況に関する調査」とは異なることなどから，比較の際には注意を要する。
※  所得０と回答した者を含む。

11年目
12年目
13年目
14年目

弁護士登録　　 　　年

15年目

９年目
10年目

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

新
１
年
目
 

現
行
１
年
目
 

新
２
年
目
 

現
行
２
年
目
 

新
３
年
目
 

現
行
３
年
目
 

新
４
年
目
 

現
行
４
年
目
 

新
５
年
目
 

現
行
５
年
目
 

新
６
年
目
 

現
行
６
年
目
 

新
７
年
目
 

現
行
７
年
目
 

新
８
年
目
 

現
行
８
年
目
 

９
年
目
 

１
０
年
目
 

１
１
年
目
 

１
２
年
目
 

１
３
年
目
 

１
４
年
目
 

１
５
年
目
 

万
円

 

経験年数 

経験年数別の所得（中央値） 

平成２５年分 

平成２６年分 

平成２７年分 

【参考】 

平成２２年分 
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（単位：万円）

勤続年数 ０年 １～２年 ３～４年 ５～９年 １０～１４年

給与 328 400 451 512 604

（単位：万円）

平成２５年 平成２６年 平成２７年

給与 595 601 613

（単位：万円）

勤続年数 １～４年 ５～９年 １０～１４年

給与額 360 456 527

（単位：万円）

平成２５年 平成２６年

平均
給与額

414 415

（参考５）事業所得者の所得分布

（参考３）民間企業の平均給与額（勤続年数別）

オ　参考（大学・大学院卒者の平均給与等）

（参考４）平成２５年及び平成２６年の民間企業の平均給与額

※　平成２６年分民間給与実態統計調査（第８表）より（万未満四捨五入）
※　平成２７年の数値は未公表

（参考２）平成２５年～平成２７年の大学・大学院卒男女の平均給与

※　各年賃金構造基本統計調査（第１表）より
※　各年の給与は，きまって支給する現金給与額（残業手当も含まれている）×12月＋年間
  賞与その他特別給与額により算出（万未満四捨五入）

※平成２６年分民間給与実態統計調査（第１５図）より（万未満四捨五入）

※　平成２７年賃金構造基本統計調査（第２表）より
※　給与は，所定内給与額（残業手当を含まない）×12月＋年間賞与その他特別給与額に
  より算出（万未満四捨五入）

（参考１）平成２７年の大学・大学院卒男女の平均給与（勤続年数別）

39.7% 

35.8% 

12.4% 

4.5% 
2.1% 

2.3% 1.1% 1.0% 
1.1% 200万円以下 

400万円以下 

600万円以下 

800万円以下 

1000万円以下 

1500万円以下 

2000万円以下 

3000万円以下 

3000万円超 

事業所得者の所得分布（平成２６年分） 

※平成26年分申告所得税標本調査・第１表総括表に基づき作成。 
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（２）　分布
　　　ア　収入分布

1.0% 1.4% 2.8% 

5.9% 

6.2% 

20.1% 

14.5% 
17.0% 

10.7% 

20.4% 

収入分布（１１年目（５７期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のう

ち収入が300万円以下 の割合は全体の0％ 

0.7% 

4.0% 

18.9% 

27.7% 
18.4% 

22.2% 

4.1% 

2.4% 
1.0% 0.6% 

収入分布（３年目（新６５期［平成２７年分］ 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：904万円 
中央値：785万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のうち

収入が300万円以下の割合は全体の0.7％ 
平均値：2,530万円 
中央値：1,926万円 

0.6% 
3.1% 

4.6% 

9.7% 

16.0% 

26.4% 

17.8% 

10.1% 

4.6% 
7.2% 

収入分布（６年目（新６２期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のうち

収入が300万円以下の割合は全体の0.2％ 
平均値：1,533万円 
中央値：1,252万円 

0.6% 
0.6% 2.4% 

4.3% 
3.7% 

17.1% 

14.0% 

12.2% 

12.8% 

32.3% 

収入分布（１５年目（５３期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のう

ち収入が300万円以下の割合は全体の0％ 

0.9% 
2.1% 

3.7% 

7.4% 

9.7% 

23.3% 

16.6% 

12.9% 

7.9% 

15.6% 

収入分布（６年目～１５年目［平成２７年分］) 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：2,012万円 
中央値：1,556万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のうち

収入が300万円以下の割合は全体の0.3％ 
平均値：3,085万円 
中央値：2,363万円 

1.1% 

5.8% 

23.5% 

32.3% 

18.6% 

14.3% 

2.9% 

1.1% 
0.2% 0.2% 

収入分布（２年目（新６５期［平成２６年分］） 

～200万未満 

～400万未満 

～600万未満 

～800万未満 

～1,000万未満 

～1,500万未満 

～2,000万未満 

～2,500万未満 

～3,000万未満 

～3,000万以上 

平均値：786万円 
中央値：710万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のう

ち収入が300万円以下の割合は全体の0.7％ 

1.3% 

12.9% 

37.7% 34.7% 

7.2% 

4.8% 

0.7% 0.2% 0.2% 
0.4% 

収入分布（１年目（新６５期［平成２５年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のうち

収入が300万円以下の割合は全体の1.4％ 
平均値：621万円 
中央値：583万円 

2.5% 

13.5% 

47.4% 

26.8% 

5.2% 

4.2% 

0.3% 0.0% 0.1% 

0.0% 

収入分布（１年目（６７期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者」のう

ち収入が300万円以下の割合は全体の1.3％ 
平均値：568万円 
中央値：543万円 
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　イ　所得分布

※いずれも所得０と回答した者を含む。

7.9% 
8.5% 

12.2% 

11.6% 

11.6% 

23.2% 

10.4% 

7.3% 
2.4% 4.9% 

所得分布（１５年目（５３期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体の

6.7％ 

8.4% 

11.2% 

16.5% 

10.2% 
13.3% 

18.9% 

11.2% 

5.3% 

2.1% 
2.8% 

所得分布（１１年目（５７期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体の

8.1％ 

平均値：1,285万円 
中央値：983万円 

15.6% 

48.8% 

26.8% 

5.5% 

1.5% 

0.4% 
0.8% 0.2% 

0.2% 

0.2% 

所得分布（１年目（新６５期［平成２５年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：354万円 
中央値：328万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体

の13.5％ 

10.9% 

36.2% 
37.6% 

9.6% 

3.0% 

2.5% 

0.0% 0.0% 0.2% 

0.0% 

所得分布（２年目（新６５期［平成２６年分］） 
～200万未満 

～400万未満 

～600万未満 

～800万未満 

～1,000万未満 

～1,500万未満 

～2,000万未満 

～2,500万未満 

～3,000万未満 

～3,000万以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体の

9.8％ 

平均値：428万円 
中央値：402万円 

7.4% 

13.8% 

24.1% 

19.2% 

14.4% 

14.2% 

3.5% 
1.3% 

0.7% 1.5% 

所得分布（６年目（新６２期［平成２７年分］） 
～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：765万円 
中央値：648万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体の

7.6％ 

平均値：1,051万円 
中央値：816万円 

10.8% 

30.7% 

34.2% 

15.2% 

4.9% 

2.8% 
1.2% 0.1% 

0.1% 

0.0% 

所得分布（３年目（新６５期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：476万円 
中央値：426万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体

の8.7％ 

9.1% 

12.0% 

17.3% 

17.3% 

13.2% 

16.5% 

7.5% 

3.4% 

1.8% 
1.9% 

所得分布（６年目～１５年目［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体の

8.2％ 

平均値：917万円 
中央値：727万円 

18.7% 

53.7% 

22.7% 

3.2% 

1.1% 

0.6% 0.0% 0.0% 
0.0% 

0.0% 

所得分布（１年目（６７期［平成２７年分］） 

～200万円未満 

～400万円未満 

～600万円未満 

～800万円未満 

～1,000万円未満 

～1,500万円未満 

～2,000万円未満 

～2,500万円未満 

～3,000万円未満 

3,000万円以上 

平均値：327万円 
中央値：317万円 

※「給与所得以外の所得を有しない者以外の

者」のうち所得が200万円以下の割合は全体

の16.6％ 
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収
入
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８
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※
  
 本

調
査

に
つ

い
て

は
，

調
査

票
の

回
収

率
が

，
法

曹
の

養
成

に
関

す
る
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第３　奨学金等調査　

　（1）司法修習の期（回収率）

新60期 新61期 新62期 新63期 新64期 新65期 66期 67期 68期 全体

修習終了時期 H19.12 H20.12 H21.12 H22.12 H23.12 H24.12 H25.12 H26.12 H27.12

発送数 937 1,650 1,870 1,837 1,897 1,938 1,963 1,838 1,298 15,228

回収数 311 601 707 753 838 901 950 916 813 6,790

回収率 33.2% 36.4% 37.8% 41.0% 44.2% 46.5% 48.4% 49.8% 62.6% 44.6%

　（2）性別

回答者の性別分布

合計

割合

　（3）年齢

回答者の年齢分布

人数

割合

　（4）法科大学院の在学の有無

合計

割合

　（5）法科大学院での未修・既修コースの別

回答数

割合

　（6）法科大学院修了時期

有効
回答数

平成18年
　　３月

平成19年
　 ３月

平成20年
　　３月

平成21年
　 ３月

平成22年
　　３月

平成23年
　 ３月

平成24年
　 ３月

平成25年
　 ３月

平成26年
　　３月

平成27年
　 ３月

その他
（中退等）

回答数 6675 484 767 829 874 934 918 743 639 406 13 68

割合 100.0% 7.3% 11.5% 12.4% 13.1% 14.0% 13.8% 11.1% 9.6% 6.1% 0.2% 1.0%

※無回答６０名

※無回答４０名

※無回答３７名

※無回答２３名

100.0% 38.4% 61.6%

 有効回答数 未修コース 既修コース

6,609 2,540 4,069

25.7%

  １　回答者の属性

 有効回答数

6,753

100.0%

男性 女性

1.2%10.0%55.9%32.9%

 有効回答数

5,019 1,734

74.3%

51歳以上

79

41～51歳

2,225 3,789 680

100.0%

～30歳 31～40歳

6,773

6,776 6,696

100.0% 98.8%

在学したことがない

80

1.2%

 有効回答数 在学したことがある
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２　奨学金等

（１）奨学金等の利用・修習資金の貸与申請の有無等

　　ア

(ｱ)

有効
回答数

利用していない 利用した

回答数 6,813 5,253 1,560

割合 100% 77.1% 22.9%

(ｲ)

有効
回答数

利用していない 利用した

回答数 6,813 3,635 3,178

割合 100% 53.4% 46.6%

貸与型奨学金等の利用状況

大学在学中の貸与型奨学金等の利用状況

法科大学院在学中の貸与型奨学金等の利用状況

77.1% 

22.9% 

大学在学中の貸与型奨学金等の利用状況 

利用していない 

利用した 

53.4% 46.6% 

法科大学院在学中の貸与型奨学金等の利用状況 

利用していない 

利用した 
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(ｳ)

有効
回答数

利用していない 大学のみ
法科大学院

のみ

大学
及び

法科大学院

回答数 6,813 3,327 308 1,926 1,252

割合 100% 48.8% 4.5% 28.3% 18.4%

　　イ

(ｱ)

有効
回答数

利用していない 利用した

回答数 6,813 6,398 415

割合 100% 93.9% 6.1%

大学在学中の給付型奨学金の利用状況

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の利用状況

給付型奨学金の利用状況

48.8% 

4.5% 

28.3% 

18.4% 

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の利用状況 利用していない 

大学のみ 

法科大学院 

のみ 

大学 

及び 

法科大学院 

93.9% 

6.1% 

大学在学中の給付型奨学金の利用状況 

利用していない 

利用した 
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(ｲ)

有効
回答数

利用していない 利用した

回答数 6,813 5,541 1,272

割合 100% 81.3% 18.7%

(ｳ)

有効
回答数

利用していない 大学のみ
法科大学院

のみ

大学
及び

法科大学院

回答数 6,813 5,308 233 1,090 182

割合 100% 77.9% 3.4% 16.0% 2.7%

法科大学院在学中の給付型奨学金の利用状況

大学・法科大学院在学中の給付型奨学金の利用状況

77.9% 

3.4% 

16.0% 

2.7% 
大学・法科大学院在学中の給付型奨学金の利用状況 

利用していない 

大学のみ 

法科大学院のみ 

大学 

及び 

法科大学院 

81.3% 

18.7% 

法科大学院在学中の給付型奨学金の利用状況 

利用していない 

利用した 
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　　ウ

有効
回答数

貸与申請していない 貸与申請した

回答数 3,580 934 2,646

割合 100% 26.1% 73.9%

修習資金の貸与申請状況（新６５期～６８期）

26.1% 

73.9% 

修習資金の貸与申請の状況 

貸与申請していない 

貸与申請した 
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　エ　貸与型奨学金等の利用・修習資金の貸与申請状況(新６５期～６８期)

有効
回答数

利用して
いない

①大学の貸
与型奨学金
等のみ

②法科大学
院の貸与型
奨学金等の
み

①大学及び
②法科大学
院の貸与型
奨学金等

回答数 3,580 634 37 175 88

割合 100% 17.7% 1.0% 4.9% 2.5%

③修習資金
の貸与のみ

①大学の貸
与型奨学金
等及び③修
習資金の貸
与

②法科大学
院の貸与型
奨学金等及
び③修習資
金の貸与

①大学・②
法科大学院
の貸与型奨
学金等及び
③修習資金
の貸与

回答数 1,095 134 759 658

割合 30.6% 3.7% 21.2% 18.4%

17.7% 

1.0% 

4.9% 
2.5% 

30.6% 

3.7% 

21.2% 

18.4% 

利用していない 

①大学の貸与型奨学金等のみ 

②法科大学院の貸与型奨学金等のみ 

①大学及び②法科大学院の貸与型奨学

金等 

③修習資金の貸与のみ 

①大学の貸与型奨学金等及び③修習資

金の貸与 

②法科大学院の貸与型奨学金等及び③

修習資金の貸与 

①大学,②法科大学院の貸与型奨学金

等及び③修習資金の貸与 

貸与型奨学金等の利用・修習資金の貸与申請状況（新６５期～６８期） 
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（２）奨学金の内容

　　ア

(ｱ)

・

有効
回答数

日本学生支援機構 その他

回答数 1,639 1,455 184

割合 100% 88.8% 11.2%

・

有効
回答数

第一種
（無利息）

第二種
（有利息）

合計 1,607 836 771

割合 100% 52.0% 48.0%

(ｲ)

・

有効
回答数

日本学生支援機構 その他

回答数 3,334 3,050 284

割合 100% 91.5% 8.5%

・

有効
回答数

第一種
（無利息）

第二種
（有利息）

合計 3,728 2,369 1,359

割合 100% 63.5% 36.5%

貸与型奨学金等について

大学在学中の貸与型奨学金等

借入機関の分類（複数回答可）

日本学生支援機構の奨学金の種類（複数回答可）

法科大学院在学中の貸与型奨学金等

借入機関の分類（複数回答可）

日本学生支援機構の奨学金の種類（複数回答可）
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イ

(ｱ)

・

有効
回答数

学内の
給付型奨学金

その他

回答数 440 324 116

割合 100% 73.6% 26.4%

(ｲ)

・

有効
回答数

法科大学院独自の
給付型奨学金

学内の
給付型奨学金

その他

回答数 1,380 1,055 203 122

割合 100% 76.4% 14.7% 8.8%

法科大学院在学中の給付型奨学金

給付型奨学金の種類（複数回答可）

給付型奨学金について

大学在学中の給付型奨学金

給付型奨学金の種類（複数回答可）
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(３)　平成２８年３月末日時点での返還終了状況

 　 ア　大学在学中の貸与型奨学金等
・新６０期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 30 14 47% 3 11 16 53% 0

日本学生支援機構 第二種 19 10 53% 1 9 9 47% 0

その他 6 6 100% 0 2 4 0 0% 0

合計 55 30 55% 0 6 24 25 45% 0

・新６１期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 64 27 42% 12 14 37 58% 1 ※「終了している」中，無回答１

日本学生支援機構 第二種 45 19 42% 2 17 26 58% 3

その他 25 16 64% 0 11 4 9 36% 0 ※「終了している」中，無回答1

合計 134 62 46% 0 25 35 72 54% 4

・新６２期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 80 39 49% 14 23 41 51% 0 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 68 33 49% 9 24 35 51% 0

その他 16 10 63% 0 6 4 6 38% 0

合計 164 82 50% 0 29 51 82 50% 0

・新６３期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 81 18 22% 6 12 63 78% 0

日本学生支援機構 第二種 67 16 24% 2 14 51 76% 4

その他 15 13 87% 1 7 5 2 13% 0

合計 163 47 29% 1 15 31 116 71% 4

・新６４期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 93 28 30% 10 17 65 70% 1 ※「終了している」中，無回答1

日本学生支援機構 第二種 74 17 23% 1 16 57 77% 6

その他 14 9 64% 0 6 3 5 36% 0

合計 181 54 30% 0 17 36 127 70% 7

利用者
全体

終了している
種類

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

終了していない

全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体
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・新６５期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 125 24 19% 5 17 101 81% 2 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 109 24 22% 3 21 85 78% 10

その他 26 10 38% 1 7 2 16 62% 0

合計 260 58 22% 1 15 40 202 78% 12

・６６期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 129 14 11% 6 8 115 89% 1

日本学生支援機構 第二種 122 27 22% 6 21 95 78% 8

その他 34 10 29% 0 5 5 24 71% 0

合計 285 51 18% 0 17 34 234 82% 9

・６７期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 120 6 5% 3 3 114 95% 2

日本学生支援機構 第二種 118 21 18% 4 16 97 82% 2 ※「終了している」中，無回答1

その他 25 3 12% 0 3 0 22 88% 0

合計 263 30 11% 0 10 19 233 89% 4

・６８期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 90 6 7% 2 2 84 93% 3 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 115 14 12% 2 12 101 88% 2

その他 21 3 14% 1 1 1 18 86% 0

合計 226 23 10% 1 5 15 203 90% 5

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体
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　イ　法科大学院在学中の貸与型奨学金等

・新６０期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 72 31 43% 10 9 10 41 57% 0 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 68 27 40% 2 25 41 60% 0

その他 6 5 83% 0 4 1 1 17% 0

合計 146 63 43% 10 15 36 83 57% 0

・新６１期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 175 79 45% 36 8 35 96 55% 3

日本学生支援機構 第二種 116 24 21% 1 23 92 79% 8

その他 26 12 46% 1 6 5 14 54% 0

合計 317 115 36% 37 15 63 202 64% 11

・新６２期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 204 79 39% 44 20 15 125 61% 2

日本学生支援機構 第二種 179 52 29% 0 52 127 71% 3

その他 28 11 39% 2 4 5 17 61% 1

合計 411 142 35% 46 24 72 269 65% 6

・新６３期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 260 67 26% 43 9 14 193 74% 10 ※「終了している」中，無回答1

日本学生支援機構 第二種 167 38 23% 0 38 129 77% 10

その他 25 8 32% 0 5 3 17 68% 1

合計 452 113 25% 43 14 55 339 75% 21

・新６４期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 299 87 29% 62 6 17 212 71% 7 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 197 41 21% 3 37 156 79% 12 ※「終了している」中，無回答1

その他 30 5 17% 0 2 3 25 83% 1

合計 526 133 25% 62 11 57 393 75% 20

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体
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・新６５期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 326 92 28% 70 3 17 234 72% 6 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 183 24 13% 2 22 159 87% 12

その他 44 11 25% 2 3 6 33 75% 2

合計 553 127 23% 72 8 45 426 77% 20

・６６期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 365 89 24% 76 3 10 276 76% 6

日本学生支援機構 第二種 157 18 11% 0 18 139 89% 11

その他 42 6 14% 1 3 2 36 86% 1

合計 564 113 20% 77 6 30 451 80% 18

・６７期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 356 66 19% 45 4 15 290 81% 6 ※「終了している」中，無回答2

日本学生支援機構 第二種 170 14 8% 2 12 156 92% 6

その他 36 5 14% 2 2 1 31 86% 1

合計 562 85 15% 47 8 28 477 85% 13

・６８期

免除
返還

（繰上返還除く）
繰上
返還

繰上返還

日本学生支援機構 第一種 279 58 21% 49 0 8 221 79% 11 ※「終了している」中，無回答1

日本学生支援機構 第二種 118 8 7% 0 7 110 93% 6 ※「終了している」中，無回答1

その他 27 4 15% 2 1 1 23 85% 0

合計 424 70 17% 51 1 16 354 83% 17

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体

種類 利用者
終了している 終了していない

全体 全体
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(４)　借入と返還の全体像

合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 5,253 77.1%

全額返還者 10 0.1%

100万円未満 65 1.0%

100～200万円未満 233 3.4%

200～300万円未満 240 3.5%

300～400万円未満 62 0.9%

400～500万円未満 54 0.8%

500～600万円未満 27 0.4%

600～700万円未満 16 0.2%

700万円超過 37 0.5%

額不明 816 12.0%

　ア　法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点での残債務額

(ｱ) 大学在学中の貸与型奨学金等の残債務額（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）

（算出方法）
１ 回答結果から大学在学中の貸与型奨学金等（以下「大学奨学金」という。）の返還開始時期が明らかな場合に
 ついて
 (1) 法科大学院在学中の貸与型奨学金等（以下「法科大学院奨学金」という。）の返還開始時期が明らかな場合
     総返還額（半額免除の場合には1/2を乗じた額，一部免除の場合には一部免除額を控除した額）から割賦金
   支払総額（返還月額に大学奨学金の返還開始時期から法科大学院奨学金の返還開始時期までの期間を乗じたも
   の）を控除したものを合算して算出している。
 (2) 法科大学院奨学金の返還開始時期が不明の場合
　   返還月額に(1)で算出した大学奨学金の返還開始時期から法科大学院奨学金の返還開始時期までの期間（０
   を含む。）の平均値を乗じた額を総返還額から控除したものを合算して算出している。
２ 回答結果から大学奨学金の返還開始時期が不明な場合について
　 法科大学院奨学金の返還開始時点での大学奨学金の割賦金支払総額が不明であり，同時点での大学奨学金の残
 債務額も同じく不明であるから，「額不明」として計上している。
　 なお，そのほか，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾がある場合や回答結果からは
 返還月額等が不明な場合についても「額不明」として計上している。

大学在学中の貸与型奨学金等の残債務額
（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）

77.1% 

0.1% 

1.0% 

3.4% 3.5% 
0.9% 

0.8% 

0.4% 

0.2% 
0.5% 

12.0% 

利用しなかった者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～600万円未満 

600～700万円未満 

700万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：2,894,561円 
金額が判明する利用者の中央値：2,225,346円 
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合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 3,635 53.4%

全額免除者 309 4.5%

100万円未満 106 1.6%

100～200万円未満 379 5.6%

200～300万円未満 457 6.7%

300～400万円未満 292 4.3%

400～500万円未満 70 1.0%

500～750万円未満 128 1.9%

750～1,000万円未満 66 1.0%

1,000万円超過 20 0.3%

額不明 1,351 19.8%

(ｲ) 法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）　　

法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額
（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）

（算出方法）
　法科大学院在学中の貸与型奨学金等の総返還額につき，免除制度の利用の有無を考慮の上，合算して算出して
いる。なお，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾がある場合や回答結果からは総返還
額が不明な場合については「額不明」として計上している。

利用者の平均値：3,124,280円 

53.4% 

4.5% 

1.6% 

5.6% 

6.7% 

4.3% 

1.0% 

1.9% 

1.0% 

0.3% 19.8% 

利用しなかった者 

全額免除者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1,000万円未満 

1000万超過 

額不明 

 金額が判明する利用者の平均値：2,953,678円 
 金額が判明する利用者の中央値：2,112,000円  
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合計 割合
有効回答数 6,813 100%
利用しなかった者 3,327 48.8%
全額免除者 192 2.8%
全額返還者 1 0.0%
100万円未満 85 1.2%
100～200万円未満 324 4.8%
200～300万円未満 352 5.2%
300～400万円未満 267 3.9%
400～500万円未満 130 1.9%
500～750万円未満 160 2.3%
750～1,000万円未満 86 1.3%
1,000～1,500万円未満 41 0.6%
1,500万円超過 14 0.2%
額不明 1,834 26.9%

(ｳ) 大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額の合計（法科大学院在学中の貸与型奨学金
  等の返還開始時点）

（算出方法）
　(ｱ)と(ｲ)を合算して算出している。なお，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾があ
る場合や回答結果からは大学在学中の貸与型奨学金等の返還開始時期等が不明な場合については「額不明」とし
て計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額の合計
（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）

48.8% 

2.8% 

0.0% 
1.2% 

4.8% 

5.2% 

3.9% 
1.9% 

2.3% 

1.3% 

0.6% 

0.2% 
26.9% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1,000万円未満 

1,000～1,500万円未満 

1,500万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：3,636,985円 
金額が判明する利用者の中央値：2,700,000円 
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合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 3,327 48.8%

全額免除者 192 2.8%

全額返還者 1 0.0%

1万円未満 138 2.0%

1～2万円未満 658 9.7%

2～3万円未満 279 4.1%

3～4万円未満 137 2.0%

4～5万円未満 57 0.8%

5～6万円未満 32 0.5%

6万円超 20 0.3%

額不明 1,972 28.9%

(ｴ) 大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の毎月の返還額の合計（法科大学院在学中の貸与型奨
　学金等の返還開始時点）

（算出方法）
　法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点での同奨学金等の返還月額と大学在学中の貸与型奨学金等
の返還月額とを合算して算出している。なお，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾が
ある場合や回答結果からは返還月額が不明な場合については「額不明」として計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の毎月の返還額の合計
（法科大学院在学中の貸与型奨学金等の返還開始時点）

48.8% 

2.8% 

0.0% 

2.0% 

9.7% 

4.1% 

2.0% 

0.8% 

0.5% 

0.3% 

28.9% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

1万円未満 

1～2万円未満 

2～3万円未満 

3～4万円未満 

4～5万円未満 

5～6万円未満 

6万円超 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：20,628円 
金額が判明する利用者の中央値：15,000円 
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合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 5,253 77.1%

全額返還者 238 3.5%

100万円未満 181 2.7%

100～200万円未満 192 2.8%

200～300万円未満 52 0.8%

300～400万円未満 43 0.6%

400～500万円未満 15 0.2%

500～600万円未満 2 0.0%

600～700万円未満 7 0.1%

700万円超過 14 0.2%

額不明 816 12.0%

（算出方法）
１ 司法修習の期が新６３期から６８期の場合について
　 大学在学中の貸与型奨学金等（以下「大学奨学金」という。）につき平成２８年３月末日時点で返還終了
 と回答している場合には「全額返還者」に計上している。それ以外の場合については以下のとおり算出して
 いる。
（1) 回答結果から大学奨学金の返還開始時期が明らかな場合
     総返還額（半額免除の場合には1/2を乗じた額，一部免除の場合には一部免除額を控除した残額）から
   割賦金支払総額（返還月額に大学奨学金の返還開始時期から司法修習終了後５年６月経過時点までの期
   間を乗じたもの）を控除したものを合算して算出している。
 (2) 回答結果から大学奨学金の返還開始時期が不明の場合
　   司法修習終了後５年６月経過時点での大学奨学金の割賦金支払総額が不明であり，同時点での大学奨学
   金の残債務額も同じく不明であるから，「額不明」として計上している。そのほか，回答のあった総返還
　 額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾がある場合や回答結果からは返還月額等が不明な場合について
　 も「額不明」として計上している。
２ 司法修習の期が新６０期から新６２期の場合について
 　以下のとおり算出している。
（1) 回答結果から大学奨学金の返還開始時期が明らかな場合
     前記１(1)記載のとおり。
 (2) 回答結果から大学奨学金の返還開始時期が不明の場合
     前記１(2)記載のとおり。

　(ｱ)　大学在学中の貸与型奨学金等の残債務額（司法修習終了後５年６月経過時点）

イ　司法修習終了後５年６月経過時点（修習資金の返還開始時点）での残債務額

大学在学中の貸与型奨学金等の残債務額（司法修習終了後５年６月経過時点）

77.1% 

3.5% 2.7% 

2.8% 
0.8% 

0.6% 

0.2% 0.0% 

0.1% 0.2% 

12.0% 

利用しなかった者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～600万円未満 

600～700万円未満 

700万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：1,835,154円 
金額が判明する利用者の中央値：1,278,794円 
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合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 3,635 53.4%

全額免除者 309 4.5%

全額返還者 223 3.3%

100万円未満 274 4.0%

100～200万円未満 356 5.2%

200～300万円未満 121 1.8%

300～400万円未満 70 1.0%

400～500万円未満 41 0.6%

500～750万円未満 55 0.8%

750～1,000万円未満 7 0.1%

1,000万円超過 3 0.0%

額不明 1,719 25.2%

 (ｲ)　法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額（司法修習終了後５年６月経過時点）

（算出方法）
１　司法修習の期が新６３期から６８期の場合について
　　法科大学院在学中の貸与型奨学金等（以下「法科大学院奨学金」という。）につき平成２８年３月末日
　時点で返還終了していると回答している場合には「全額返還者」に計上しており，全額免除を受けている
　場合は「全額免除者」として計上している。それ以外の場合については以下のとおり算出している。
  (1) 回答結果から法科大学院奨学金の返還開始時期が明らかな場合
　　  総返還額（半額免除の場合には1/2を乗じた額，一部免除の場合には一部免除額を控除した額）から割
    賦金支払総額（返還月額に法科大学院奨学金の返還開始時期から司法修習終了後５年６月経過時点まで
    の期間を乗じたもの）を控除したものを合算して算出している。
  (2) 回答結果から法科大学院奨学金の返還開始時期が不明の場合
　　  司法修習終了後５年６月経過時点での法科大学院奨学金の割賦金支払総額が不明であり，同時点での
    法科大学院奨学金の残債務額も同じく不明であるから，「額不明」として計上している。そのほか，回
    答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾がある場合や回答結果から返還月額等が不
    明な場合についても「額不明」として計上している。
２　司法修習の期が新６０期から新６２期の場合について
 　 全額免除を受けている場合は「全額免除者」として計上している。それ以外の場合については以下のと
　おり算出している。
　(1）回答結果から法科大学院奨学金の返還開始時期が明らかな場合
 　　 前記１(1)記載のとおり。
　(2) 回答結果から法科大学院奨学金の返還開始時期が不明の場合
   　 前記１(2)記載のとおり。

法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額
（司法修習終了後５年６月経過時点）

利用者の平均値：3,124,280円 

53.4% 

4.5% 
3.3% 

4.0% 

5.2% 

1.8% 
1.0% 

0.6% 

0.8% 

0.1% 

0.0% 25.2% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1,000万円未満 

1,000万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：1,920,620円 
金額が判明する利用者の中央値：1,305,000円 
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合計 割合
有効回答数 6,813 100%
利用しなかった者 3,327 48.8%
全額免除者 192 2.8%
全額返還者 303 4.4%
100万円未満 257 3.8%
100～200万円未満 333 4.9%
200～300万円未満 142 2.1%
300～400万円未満 87 1.3%
400～500万円未満 43 0.6%
500～750万円未満 69 1.0%
750～1,000万円未満 23 0.3%
1,000万円超過 15 0.2%
額不明 2,022 29.7%

（算出方法）
　(ｱ)と(ｲ)を合算して算出している。なお，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に明らかな矛盾
がある場合や回答結果から返還開始時期等が不明な場合については「額不明」として計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額の合計
（司法修習終了後５年６月経過時点）

 (ｳ)　大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の残債務額の合計（司法修習終了後５年６月経過
　　時点）

48.8% 

2.8% 

4.4% 

3.8% 

4.9% 

2.1% 1.3% 

0.6% 

1.0% 

0.3% 

0.2% 

29.7% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1,000万円未満 

1,000万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：2,302,787円 
金額が判明する利用者の中央値：1,545,000円 
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合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 3,327 48.8%

全額免除者 192 2.8%

全額返還者 303 4.4%

1万円未満 132 1.9%

1～2万円未満 661 9.7%

2～3万円未満 263 3.9%

3～4万円未満 128 1.9%

4～5万円未満 54 0.8%

5～6万円未満 26 0.4%

6万円以上 18 0.3%

額不明 1,709 25.1%

（算出方法）
　司法修習終了後５年６月経過時点での大学在学中の貸与型奨学金等の返還月額と法科大学院在学中の貸与
型奨学金等の返還月額とを合算して算出している。なお，回答のあった総返還額と返還月額や返還回数等に
明らかな矛盾がある場合や返還月額が不明な場合については「額不明」として計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の毎月の返還額の合計
（司法修習終了後５年６月経過時点）

 (ｴ) 大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の毎月の返還額の合計（司法修習終了後５年６月
　　経過時点）

48.8% 

2.8% 
4.4% 1.9% 

9.7% 
3.9% 1.9% 

0.8% 

0.4% 

0.3% 

25.1% 

利用なし 

全額免除 

全額返還 

1万円未満 

1～2万円未満 

2～3万円未満 

3～4万円未満 

4～5万円未満 

5～6万円未満 

6万円超 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：20,251円 
金額が判明する利用者の中央値：15,000円 
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合計 割合
有効回答数 3,580 100%
利用しなかった者 934 26.1%
全額返還者 12 0.3%
100万円未満 22 0.6%
100～200万円未満 24 0.7%
200～300万円未満 1,205 33.7%
300～400万円未満 547 15.3%
額不明 836 23.4%

貸与された修習資金の残債務額
（新６５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点［修習資金の返還開始時点］）

 (ｵ) 貸与された修習資金の残債務額（新６５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点
　［修習資金の返還開始時点］）

(算出方法)
　司法修習終了後５年６月経過時点での貸与された修習資金の残額につき，繰上返還（平成２８年３月末日
時点）を考慮の上，算出している。なお，修習資金として客観的に貸与不能な額を回答した場合等につき
「額不明」として計上している。

26.1% 

0.3% 

0.6% 

0.7% 

33.7% 

15.3% 

23.4% 

利用しなかった者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：2,965,123円 
金額が判明する利用者の中央値：2,990,000円 
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合計 割合
有効回答数 3,580 100%
利用しなかった者 634 17.7%
全額免除者 19 0.5%
全額返還者 45 1.3%
100万円未満 26 0.7%
100～200万円未満 42 1.2%
200～300万円未満 619 17.3%
300～400万円未満 375 10.5%
400～500万円未満 103 2.9%
500～750万円未満 74 2.1%
750～1,000万円未満 30 0.8%
1,000万円超過 18 0.5%
額不明 1,595 44.6%

 (ｶ) 大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の残債務額の合計（新６
　 ５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点［修習資金の返還開始時点］）

（算出方法）
　新６５期から６８期につき，(ｳ)と(ｵ)を合算して算出している。なお，回答のあった総返還額と返還月額
や返還回数等に明らかに矛盾がある場合，回答結果から返還開始時期等が不明な場合及び修習資金につき客
観的に貸与不能な額を回答した場合等については「額不明」として計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の残債務額の合計
（新６５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点［修習資金の返還開始時点］）

17.7% 0.5% 

1.3% 

0.7% 

1.2% 

17.3% 

10.5% 

2.9% 2.1% 
0.8% 

0.5% 

44.6% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1,000万円未満 

1,000万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：3,478,113円 
金額が判明する利用者の中央値：2,990,000円 
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合計 割合
有効回答数 3,580 100%
利用しなかった者 634 17.7%
全額免除者 19 0.5%
全額返還者 45 1.3%
1万円未満 23 0.6%
1～2万円未満 102 2.8%
2～3万円未満 850 23.7%
3～4万円未満 202 5.6%
4～5万円未満 113 3.2%
5～6万円未満 63 1.8%
6万円超 53 1.5%
額不明 1,476 41.2%

大学･法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の毎月の返還額の合計
（新６５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点［修習資金の返還開始時点］）

 (ｷ) 大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の毎月の返還額の合計
　（新６５期から６８期，司法修習終了後５年６月経過時点［修習資金の返還開始時点］）

（算出方法）
　司法修習終了後５年６月経過時点での大学在学中の貸与型奨学金等の返還月額と法科大学院在学中の貸与
型奨学金等の返還月額と貸与された修習資金の返還月額（貸与総額を１２０月で除したもの）とを合算して
算出している。なお，大学在学中又は法科大学院在学中の奨学金につき回答のあった総返還額と返還月額や
返還回数等に矛盾があることが明らかな場合，回答結果からは返還月額が不明な場合及び修習資金につき客
観的に貸与不能な額を回答した場合等については「額不明」として計上している。

17.7% 

0.5% 

1.3% 

0.6% 

2.8% 

23.7% 

5.6% 
3.2% 

1.8% 

1.5% 

41.2% 

利用しなかった者 

全額免除者 

全額返還者 

1万円未満 

1～2万円未満 

2～3万円未満 

3～4万円未満 

4～5万円未満 

5～6万円未満 

6万円超 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：30,494円 
金額が判明する利用者の中央値：25,000円 
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合計 割合

有効回答数 3,580 100%

利用しなかった者 634 17.7%

全額免除者 19 0.5%

100万円未満 18 0.5%

100～200万円未満 41 1.1%

200～300万円未満 591 16.5%

300～400万円未満 313 8.7%

400～500万円未満 118 3.3%

500～750万円未満 219 6.1%

750～1000万円未満 96 2.7%

1000万円超過 69 1.9%

額不明 1,462 40.8%

（算出方法）
　各回答者につき，免除制度の利用を前提として，大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等の額と貸与
された修習資金の額とを単純に合算して算出しており，特定の時点における債務総額を表すものではな
い。
　なお，回答のあった総返還額と返還月額に明らかな矛盾がある場合や修習資金につき客観的に貸与不能
な額を回答した場合等については，「額不明」として計上している。

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の単純な合算額

金額が判明する利用者の平均値：2,130,006円 
金額が判明する利用者の中央値：1,920,737円 

17.7% 

0.5% 

0.5% 

1.1% 

16.5% 

8.7% 

3.3% 

6.1% 

2.7% 
1.9% 

40.8% 

 （参考) 

大学・法科大学院在学中の貸与型奨学金等又は貸与された修習資金の 

単純な合算額  

利用しなかった者 

全額免除者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～750万円未満 

750～1000万円未満 

1000万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：4,344,715円 
金額が判明する利用者の中央値：3,168,000円   
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(５)　大学・法科大学院在学中の給付型奨学金の給付額の合計

合計 割合

有効回答数 6,813 100%

利用しなかった者 5,308 77.9%

100万円未満 559 8.2%

100～200万円未満 366 5.4%

200～300万円未満 184 2.7%

300～400万円未満 89 1.3%

400～500万円未満 33 0.5%

500～600万円未満 12 0.2%

600～700万円未満 7 0.1%

700万円超過 9 0.1%

額不明 246 3.6%

（算出方法）
　各回答者につき，大学在学中の給付型奨学金の給付総額と法科大学院在学中の給付型奨学金の給付総
額とを合算して算出している。なお，給付額の回答がない場合については「額不明」として計上してい
る。

大学・法科大学院在学中の給付型奨学金の給付額の合計

金額が判明する利用者の平均値：2,130,006円 
金額が判明する利用者の中央値：1,920,737円 

77.9% 

8.2% 

5.4% 
2.7% 

1.3% 

0.5% 

0.2% 
0.1% 

0.1% 
3.6% 利用しなかった者 

100万円未満 

100～200万円未満 

200～300万円未満 

300～400万円未満 

400～500万円未満 

500～600万円未満 

600～700万円未満 

700万円超過 

額不明 

金額が判明する利用者の平均値：1,436,732円 
金額が判明する利用者の中央値：1,150,000円 
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【参 考 資 料】

１ 調査票（収入・所得調査用）

２ 調査票（奨学金調査用）
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調査票（収入・所得調査用） 

 

【御回答にあたって】 

○ ５～１０分程度で回答できます。 

○ 調査票内で，「記入上の注意事項」に従って記入するよう求められているものについて

は，「記入上の注意事項」の内容を参照して記入してください。 

 

以下項目につき，該当する□にチェック（☑）をしてください。 

 

第１ 回答者について 

１ 修習の期 

□５３期  □５４期  □５５期  □５６期  □５７期  □５８期  □５９期  

□旧６０期 □新６０期  □旧６１期  □新６１期  □旧６２期  □新６２期  

□旧６３期 □新６３期  □旧６４期  □新６４期  □旧６５期  □新６５期 

□６６期  □６７期 

 

２ 性別 

   □男性  □女性 

 

３ 年齢 

□２５歳以下  □２６～３０歳  □３１～３５歳  □３６～４０歳 

□４１～４５歳 □４６～５０歳  □５１歳以上 

 

４ 扶養家族（配偶者控除・配偶者特別控除・扶養控除の対象となる者）の有無 

□無    □有（扶養家族の数 □１人 □２人 □３人以上） 

 

５ 所属先 

□法律事務所・弁護士法人（公設事務所を除く。） 

（所属弁護士数（あなた自身を含む。）） 

  □1人 □2人 □3人 □4人 □5人 □6～10人 □11～50人 □51人以上 
      □公設事務所    

□日本司法支援センター   

□企業       

□官公庁       

□その他 
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第２ 収入・所得について     

 あなたの平成２７年から平成２５年までの収入・所得について伺います。 

 収入・所得に関しては，下記の【記入上の注意事項】に従って記入してください。 

 

【記入上の注意事項】 

○ ６７期の方は，１（平成２７年分）のみ回答してください。 

  ６６期の方は，１（平成２７年分）と２（平成２６年分）のみ回答してください。 

それ以外の方は，１（平成２７年分）～３（平成２５年分）の全てに回答してくださ

い。 

注１： 弁護士としての活動以外で生じたものも含めた総収入・総所得を御回答ください。 

注２： 記入すべき金額について 

(1) 確定申告をしている方 

・ ①の「収入合計」に，確定申告書の「収入金額等」の各欄を合計した金額（確定

申告書Ａで申告している場合㋐欄～㋔欄を合計した金額，確定申告書Ｂで申告して

いる場合㋐欄～㋚欄を合計した金額）を記入してください。 

・ ②の「所得合計」に，確定申告書の「所得金額」の「合計」欄（確定申告書Ａで

申告している場合⑤欄，確定申告書Ｂで申告している場合⑨欄）の金額を記入して

ください。 

(2) 確定申告をしていない方 

ア 給与所得がある方 

・ ①の「収入合計」に，給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄の金額を記入してく

ださい。 

・ ②の「所得合計」に，給与所得の源泉徴収票の「給与所得控除後の金額」欄の金額

を記入してください。 

  「給与所得控除後の金額」が空欄である場合は，②の「所得合計」は空欄のままに

してください。 

イ 給与所得がない方 

・ 「収入合計」，「所得合計」の金額については，記入していただく必要はありませ

ん。 

注３： 正確性担保のため，「収入合計」，「所得合計」の金額については，注１及び注２

に従い，確定申告書又は給与所得の源泉徴収票に基づく金額を記入してください。こ

れらの書類がない場合には，その年分の金額については，記入していただく必要はあ

りません。 
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１ あなたの平成２７年の収入・所得について伺います。（すべての方） 

(1) 平成27年の所得に関して，給与所得がありましたか。 

   □ある(→(2)へ)  □なし（→(3)へ） 

(2) 平成27年の所得に関して，給与所得以外の所得がありましたか。 

   □ある             □なし 

(3) 平成27年の所得に関して，確定申告をしましたか。 

    □確定申告をした  □確定申告をしていない 

(4)  「記入上の注意事項」に従って，確定申告書又は給与所得の源泉徴収票に基づき，あ

なたの平成27年分の収入及び所得の合計をそれぞれ記入してください（但し，万単位

まで。千円以下切り捨て）。 

  ※ 確定申告書又は源泉徴収票がなければ金額を記入していただく必要はありません。 

 

  （平成27年分） 

      ① 収入合計                   万円 

 

      ② 所得合計                   万円 

 

            ③ 根拠資料      □確定申告書   □源泉徴収票 

 

 

 

２ あなたの平成２６年の収入・所得について伺います。（67期以外の方） 

(1) 平成26年の所得に関して，給与所得がありましたか。 

   □ある(→(2)へ)  □なし(→(3)へ） 

(2) 平成26年の所得に関して，給与所得以外の所得がありましたか。 

   □ある             □なし 

(3) 平成26年の所得に関して，確定申告をしましたか。 

   □確定申告をした  □確定申告をしていない 

(4)  「記入上の注意事項」に従って，確定申告書又は給与所得の源泉徴収票に基づき，あ

なたの平成26年分の収入及び所得の合計をそれぞれ記入してください（但し，万単位

まで。千円以下切り捨て）。 

   ※ 確定申告書又は源泉徴収票がなければ金額を記入していただく必要はありません。 

  

  （平成26年分） 

      ① 収入合計                   万円 

 

      ② 所得合計                   万円 

 

            ③ 根拠資料      □確定申告書   □源泉徴収票 
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３ あなたの平成２５年の収入・所得について伺います。（67期及び66期以外の方） 

(1) 平成25年の所得に関して，給与所得がありましたか。 

   □ある(→(2)へ)  □なし(→(3)へ） 

(2) 平成25年の所得に関して，給与所得以外の所得がありましたか。 

   □ある  □なし 

(3) 平成25年の所得に関して，確定申告をしましたか。 

   □確定申告をした  □確定申告をしていない 

(4)  「記入上の注意事項」に従って，確定申告書又は給与所得の源泉徴収票に基づき，あ

なたの平成25年分の収入及び所得の合計をそれぞれ記入してください（但し，万単位

まで。千円以下切り捨て）。 

   ※ 確定申告書又は源泉徴収票がなければ金額を記入していただく必要はありません。 

 

   （平成25年分） 

      ① 収入合計                   万円 

 

      ② 所得合計                   万円 

 

            ③ 根拠資料      □確定申告書   □源泉徴収票 

 

  

 

御協力ありがとうございました。 

 

     

     

※新６０期・新６１期・新６２期・新６３期・新６４期・新６５期・６６期・

６７期・６８期の方は１０ページからの奨学金調査へお進みください。（そ

の他の方はここで終了です。） 
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調査票（奨学金等調査用）

【御回答にあたって】

○ ５～１０分程度で回答できます。

○ 回答にあたり，貸与型の奨学金制度については「返還誓約書」等，借用内容を記した資

料の記載を，給付型の奨学金制度については「受領証明書」等，給付内容を記した資料の

記載を参考にしてください。

○ 調査票内に注番号が記されているものについては，以下の「記入上の注意事項」に従っ

て記入してください。

【記入上の注意事項】
（注１）借用月額を途中で変更した場合は，借用期間の最も長い金額にチェックしてくだ

さい。
（注２）「月賦返還」とは，割賦金を返還回数に応じて毎月返還する方法，「併用返還」と

は，借用金額を二分して得た割賦金を，月賦分は毎月，半年賦分は６か月ごとに返還
する方法です。

（注３）併用返還の方は，「月賦分」の返還回数を記入してください。なお，繰上返還等に
より返還回数が変更されている場合は，当初設定されていた返還回数を記入してくだ
さい。

（注４）併用返還の方は，「月賦分」の２倍の金額を記入してください。「半年賦分」の記
入は不要です。

（注５）返還誓約書等に記載の，当初から予定されていた時期を記入してください。返還
猶予については考慮する必要はありません。

（注６）日本学生支援機構の第二種（有利息）奨学金も併用している場合は，本項目は記
入不要です。

（注７）繰上返還等により利息分が変動し総返還額が変更されている場合は，当初設定さ
れていた総返還額を記入してください。

（注８）複数の貸与型奨学金を利用している場合には，以下の内容を記入してください。
なお，変動金利等により総返還額，返還月額等が今後変更されうる場合は，当初設定
されていた額を基に記入してください。
「借用総額」：合計額
「総返還額」：合計額
「年利」：平均（当初設定されていた率を基準とする。）
「返還月額」：合計額
「返還開始時期」：最も早い時期
「返還終了時期」：最も遅い時期

（注９）変動金利等により途中での変更があった場合又は今後変更されうる場合には，当

初設定されていた率を基に記入してください。

（注 10）毎月の返還額とボーナス月の返還額が同じ金額である場合には，毎月の返還額の

み記入してください。異なる金額である場合には，両方の欄に，それぞれの金額を記

入してください。

（注 11）複数の給付型奨学金を利用している場合には，すべての項目をチェックしてくだ

さい。

（注 12）複数の給付型奨学金を利用している場合には，合計額を記入してください。
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※ 以下の各項目につき，該当する□にチェック（☑）をしてください。

第１ 回答者について（すべての方）

１ 修習の期

□新 60 期 □新 61 期 □新 62 期 □新 63 期 □新 64 期 □新 65 期

□ 66 期 □ 67 期 □ 68 期

２ 性別

□男性 □女性

３ 年齢

□ 25 歳以下 □ 26 歳～ 30 歳 □ 31 歳～ 35 歳 □ 36 歳～ 40 歳

□ 41 歳～ 45 歳 □ 46 歳～ 50 歳 □ 51 歳以上

４ 扶養家族（配偶者控除・配偶者特別控除・扶養控除の対象となる者）の有無

□無 □有（扶養家族の数 □ 1 人 □ 2 人 □ 3 人以上）

５ 法科大学院

(1) 法科大学院に在学したことがありますか。

□在学したことがない（→第３へ） □在学したことがある（→(2)へ）

(2) 法科大学院での未修コース・既修コースの別

□未修コース □既修コース

(3) 法科大学院修了時期

□平成 18 年 3 月 □平成 19 年 3 月 □平成 20 年 3 月 □平成 21 年 3 月

□平成 22 年 3 月 □平成 23 年 3 月 □平成 24 年 3 月 □平成 25 年 3 月

□平成 26 年 3 月 □平成 27 年 3 月 □その他（中退等）
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第２ 法科大学院在学中の奨学金の利用状況（法科大学院に在学したことがある方）

法科大学院在学中の貸与型の奨学金制度（回答者本人が返還しているもの（返還予

定，返還済を含む。）に限る。教育ローンを含む。以下同じ。）又は給付型の奨学金

制度（返還が不要のもの。入学料や授業料等の免除・減額を含む。以下同じ。）につ

いて伺います。

１ 法科大学院在学中，貸与型の奨学金制度又は給付型の奨学金制度を利用しましたか。

□貸与型の奨学金制度のみを利用した（→２へ）

□給付型の奨学金制度のみを利用した（→４へ）

□貸与型の奨学金制度及び給付型の奨学金制度のいずれも利用した（→２へ）

□貸与型の奨学金制度及び給付型の奨学金制度のいずれも利用していない（→第３へ）

２ あなたが法科大学院在学中に利用した貸与型の奨学金制度の種類・借用額・返還条

件等について伺います（返還誓約書等の借用内容を記した資料の記載を参考に記入し

てください。また，注番号が記されたものについては「記入上の注意事項」に従って

記入してください。）。

□ A 日本学生支援機構

□ A-1 第一種（無利息）

ａ 借用月数 ……………………………………………… 月

ｂ 借用月額（注１）

□ 50,000 円 □ 88,000 円

ｃ 借用金額（ｈを除く）……………… 円

ｄ 返還方法（注２）

□月賦返還 □併用返還

ｅ 返還回数（注３） …………………………………… 回

ｆ 割賦金（返還月額）（ｈを除く）（注４）…… 円

ｇ 返還開始時期（注５） ………………… 平成 年 月

ｈ 入学時特別増額貸与奨学金（有利息）の利用の有無(注６)

□無

□有

（借用金額）

□ 100,000 円 □ 200,000 円 □ 300,000 円 □ 400,000 円

□ 500,000 円

（返還方法）（注２）

□月賦返還 □併用返還

（返還回数）（注３） ……………………………… 回

（通常割賦金（返還月額））（注４）………… 円

（総返還額（利息を含む割賦金合計））（注７） 円
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□ A-2 第二種（有利息）

ａ 借用月数 ……………………………………………… 月

ｂ 借用月額（注１）

□ 50,000 円 □ 80,000 円 □ 100,000 円 □ 130,000 円 □ 150,000 円

□ 190,000 円 □ 220,000 円

ｃ 入学時特別増額貸与奨学金（有利息）の有無

□無

□有

（借用金額）

□ 100,000 円 □ 200,000 円 □ 300,000 円 □ 400,000 円

□ 500,000 円

ｄ 借用金額(ｃを含む）……………… 円

ｅ 総返還額(ｃ及び利息を含む割賦金合計) 円

（注７）

ｆ 返還方法（注２）

□月賦返還 □併用返還

ｇ 返還回数（注３） …………………………………… 回

ｈ 通常割賦金（返還月額）（ｃを含む）（注４） 円

ｉ 返還開始時期（注５）…………………… 平成 年 月

□ B その他の貸与型奨学金（注８）

ａ 借用総額 ……………………………… 円

ｂ 総返還額 ……………………………… 円

ｃ 年利（注９） …………………………… ％

ｄ 返還月額（注１０）……………………… （毎月） 円

（ボーナス月） 円

ｅ 返還開始時期（注５） ………………… 平成 年 月

ｆ 返還終了時期（注５） ………………… 平成 年 月
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３ あなたが法科大学院在学中に利用した貸与型の奨学金制度の返還状況について伺い

ます。２で選択された奨学金制度すべてにつき回答してください。

(1) 日本学生支援機構の第一種奨学金を利用した方（２で「A-1」を選択）

① 第一種奨学金につき，返還免除の認定を受けましたか。

□認定を受けた（□全額免除 □半額免除） □認定を受けていない

② 平成 28 年 3 月末日時点において、返還が終了していますか。

□終了している（→③へ） □終了していない（→④へ）

③ ②で「終了している」と回答した方に伺います。

第一種奨学金の返還が終了している理由は何ですか。

□全額免除 □返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

④ ②で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□利用した □利用していない

(2) 日本学生支援機構の第二種奨学金を利用した方（２で「A-2」を選択）

① 平成 28 年 3 月末日時点において，返還が終了していますか。

□終了している（→②へ） □終了していない（→③へ）

② ①で「終了している」と回答した方に伺います。

第二奨学金の返還が終了している理由は何ですか。

□返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

③ ①で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□利用した □利用していない

(3) その他の貸与型奨学金を利用した方（２で「B」を選択）

① 返還免除の認定を受けましたか。

□認定を受けた

□全額免除 □半額免除 □一部免除（免除額 円）

□認定を受けていない

② 平成 28 年 3 月末日時点において，返還が終了していますか。

□終了している（→③へ） □終了していない（→④へ）

③ ②で「終了している」と回答した方に伺います。

返還が終了している理由は何ですか。

□全額免除 □返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

④ ②で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□利用した □利用していない
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４ あなたが法科大学院在学中に利用した給付型の奨学金制度（返還が不要なもの。入

学料や授業料等の免除・減額を含む。）の種類・給付総額について伺います（受領証

明書等の給付内容を記した資料の記載を参考に記入してください。）。

ａ 種類（注１１）

□法科大学院独自の給付型奨学金

（入学料や授業料等の免除・減額を含む）

□学内の給付型奨学金

（法科大学院生も利用可能なもの，入学料や授業料等の免除・減額を

含む）

□その他

ｂ 給付総額（注１２） ……………………… 円

（うち，入学料や授業料等の減免額…………… 円）
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第３ 大学在学中の奨学金の利用状況（すべての方）

大学在学中に，貸与型の奨学金制度（回答者本人が返還しているもの（返還予定，

返還済を含む。）に限る。教育ローンを含む。以下同じ。）又は給付型の奨学金制度

（返還が不要のもの。入学料や授業料の免除・減額を含む。以下同じ。）について伺

います。

１ 大学在学中，貸与型の奨学金制度又は給費型の奨学金制度を利用しましたか。

□貸与型の奨学金制度のみを利用した（→２へ）

□給付型の奨学金制度のみを利用した（→４へ）

□貸与型の奨学金制度及び給付型の奨学金制度のいずれも利用した（→２へ）

□貸与型の奨学金制度及び給付型の奨学金制度のいずれも利用していない（→新 65

期，第 66 期～第 68 期の方は第４へ，それ以外の方はこれで終わりです。）

２ あなたが大学在学中に利用した貸与型の奨学金制度の種類・借用額・返還条件等に

ついて伺います（返還誓約書等の借用内容を記した資料の記載を参考に記入してくだ

さい。また，注番号が記されたものについては「記入上の注意事項」に従って記入し

てください。）。

□ A 日本学生支援機構

□ A-1 第一種（無利息）

ａ 借用金額（ｆを除く）…………………… 円

ｂ 返還方法（注２）

□月賦返還 □併用返還

ｃ 返還回数（注３） ……………………………………… 回

ｄ 割賦金（返還月額）（ｆを除く）（注４）……… 円

ｅ 返還開始時期（注５） …………………… 平成 年 月

ｆ 入学時特別増額貸与奨学金（有利息）の利用の有無（注６）

□無

□有

（借用金額）

□ 100,000 円 □ 200,000 円 □ 300,000 円 □ 400,000 円

□ 500,000 円

（返還方法）（注２）

□月賦返還 □併用返還

（返還回数）（注３） ……………………………… 回

（通常割賦金（返還月額））（注４）………… 円

（総返還額（利息を含む割賦金合計））（注７） 円
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□ A-2 第二種（有利息）

ａ 借用金額（ｃを含む）……………… 円

ｂ 総返還額(ｃ及び利息を含む割賦金合計) 円

（注７）

ｃ 入学時特別増額貸与奨学金（有利息）の有無

□無

□有

（借用金額）

□ 100,000 円 □ 200,000 円 □ 300,000 円 □ 400,000 円

□ 500,000 円

ｄ 返還方法（注２）

□月賦返還 □併用返還

ｅ 返還回数（注３） …………………………………… 回

ｆ 通常割賦金（返還月額）（ｃを含む）（注４） 円

ｇ 返還開始時期（注５） …………………… 平成 年 月

□ B その他の貸与型奨学金（注８）

ａ 借用総額 …………………………… 円

ｂ 総返還額 …………………………… 円

ｃ 年利（注９）…………………………… ％

ｄ 返還月額（注１０）……………………… （毎月） 円

（ボーナス月） 円

ｅ 返還開始時期（注５）………………… 平成 年 月

ｆ 返還終了時期（注５）………………… 平成 年 月
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３ あなたが大学在学中に利用した貸与型の奨学金制度の返還状況について伺います。

２で選択された奨学金制度すべてにつき回答してください。

(1) 日本学生支援機構第一種奨学金を利用した方（２で「A-1」を選択）

① 平成 28 年 3 月末日時点において，返還が終了していますか。

□終了している（→②へ） □終了していない（→③へ）

② ①で「終了している」と回答した方に伺います。

返還が終了している理由は何ですか。

□返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

③ ①で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□有 □無

(2) 日本学生支援機構第二種奨学金を利用した方（２で「A-2」を選択）

① 平成 28 年 3 月末日時点において，返還が終了していますか。

□終了している（→②へ） □終了していない（→③へ）

② ①で「終了している」と回答した方に伺います。

返還が終了している理由は何ですか。

□返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

③ ①で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□有 □無

(3) その他の貸与型奨学金を利用した方（２で「B」を選択）

① 返還免除の認定を受けましたか。

□認定を受けた

□全額免除 □半額免除 □一部免除（免除額 円）

□認定を受けていない

② 平成 28 年 3 月末日時点において，返還が終了していますか。

□終了している（→③へ） □終了していない（→④へ）

③ ②で「終了している」と回答した方に伺います。

返還が終了している理由は何ですか。

□全額免除 □返還（繰上返還を除く。） □繰上返還

④ ②で「終了していない」と回答した方に伺います。

繰上返還を利用しましたか。

□有 □無
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４ あなたが大学在学中に利用した給付型の奨学金制度（返還が不要なもの。入学料や

授業料等の免除・減額を含む。）の種類・給付総額を選択してください（受領証明書

等の給付内容を記した資料の記載を参考に記入してください。）。

ａ 種類（注１１）

□学内の給付型奨学金

（入学料や授業料等の免除・減額を含む）

□その他

ｂ 給付総額（注１２） …………………… 円

（うち，入学料や授業料等の減免額 ……… 円）

第４ 司法修習期間中の修習資金の貸与状況について（新 65 期，66 期～ 68 期の方のみ）

１ 司法修習期間中に修習資金の貸与を受けましたか。

□貸与を受けていない □貸与を受けた

２ １で「貸与を受けた」と回答した方に伺います。

(1) 司法修習期間（１３か月）中に貸与を受けた修習資金の総額はいくらですか。

円

（参考）

貸与月額 基本額 23 万円

扶養親族あり又は住居の賃借 25 万 5000 円

扶養親族あり＋住居の賃借 28 万円

基本額未満の額の貸与希望 18 万円

(2) 繰上返還をしていますか。繰上返還をしている場合には，平成 28 年 3 月末日時

点での総返還額を併せて回答してください。

□はい（総返還額 円）

□いいえ

ご協力ありがとうございました。
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